
     

 

平成23年４月28日 

各  位 

会 社 名  株式会社 DPGホールディングス              

代表者名  代表取締役社長   松田 純弘  

                           (コード番号3781 名証セントレックス)              

問合せ先  ＩＲｸﾞﾙｰﾌﾟﾏﾈｰｼﾞｬｰ   篠塚 剛              

（ 0 3 - 5 4 6 4 - 3 0 6 0） 

（訂正・数値データ訂正あり）「平成22年12月期 第１四半期決算短信」の 

一部訂正に関するお知らせ 

 

当社は、平成 23 年４月 20 日付「過年度有価証券報告書等の一部訂正等に関するお知らせ」

のとおり、当社連結子会社である株式会社 SPARKS の会計処理に伴う連結財務諸表の訂正につい

て確定作業を進めてまいりました。この度その具体的な訂正内容が確定いたしましたので、平

成 22 年５月 13 日付「平成 22 年 12 月期 第１四半期決算短信」の一部訂正について添付のと

おりお知らせいたします。 

 

 なお、訂正箇所が多岐にわたるため、訂正前と訂正後をそれぞれ添付し、訂正箇所には下線

を付して表示しております。 

 

以 上 



 

 

 

   

 

 
  

(百万円未満切捨て) 

 
(％表示は対前年同四半期増減率) 

  

 
  

 
  

   

 

 
  

  

 
(注) 配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無 

  

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率) 

 
(注) 連結業績予想数値の当四半期における修正の有無 ： 無 

（訂正前） 平成22年12月期 第１四半期決算短信

 

平成22年５月13日
上 場 会 社 名 株式会社DPGホールディングス 上場取引所 名証セントレックス

コ ー ド 番 号 3781 URL http://www.dpgh.co.jp

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)松田 純弘

問合せ先責任者
(役職名)IRグループマネー
ジャー

(氏名)篠塚 剛 TEL  (03)5464―3060

四半期報告書提出予定日 平成22年５月14日 配当支払開始予定日 ─

1. 平成22年12月期第１四半期の連結業績（平成22年１月１日～平成22年３月31日）

 (1) 連結経営成績(累計)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第１四半期 282 119.4 △106 ─ △104 ─ △106 ─

21年12月期第１四半期 128 △41.9 △24 ─ △24 ─ △507 ─

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

22年12月期第１四半期 △437 97 ─ ─
21年12月期第１四半期 △7,574 18 ─ ─

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第１四半期 1,293 △41 △3.2 △171 85

21年12月期 1,377 64 4.7 266 12

(参考) 自己資本 22年12月期第１四半期 △41百万円 21年12月期 64百万円

2. 配当の状況

１株当たり配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ ─ 0 00

22年12月期 ─ ─

22年12月期(予想) 0 00

3. 平成22年12月期の連結業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期
間

720 ─ 22 ─ 22 ─ 15 ─ 64 83

通期 1,478 ─ 67 ─ 67 ─ 428 ─ 1,757 62



  

 

 
(4) 発行済株式数（普通株式） 

 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

 
 ② 期末自己株式数 

 
 ③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 

 
  

  上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な
要素を含んでおります。実際の実績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
 業績予想の前提となる条件等については、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予想に
関する定性的情報」をご覧下さい。 

※注記事項 

当社は、平成21年12月21日をもって株式会社SPARKSを株式交換により完全子会社といたしました。
ただし、「企業連結会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
10号（平成19年11月15日 企業会計基準委員会））上は逆取得に該当することになるため、連結財務
諸表は、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが当社を取得したものとみなし、当社の連結財務諸表は
株式会社SPARKSの連結財務諸表が基準となります。 

上記に記載した連結業績予想数値の「３．平成22年12月期の業績予想（平成22年１月１日～平成22
年12月31日）（１）連結業績予想の対前期増減率」につきましては、前連結会計年度の連結財務諸表
数値との連続性がなくなっているため、全て「－」表記となっております。 

  

  

（訂正前）

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

  [(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。]

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 無

22年12月期第１四半期 243,737株 21年12月期 243,737株

22年12月期第１四半期 ─株 21年12月期 ─株

22年12月期第１四半期 243,737株 21年12月期第１四半期 67,033株

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．連結業績について

２．業績予想について



当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、世界的な景気停滞局面の中にも一部で底入れの兆し

が見られるものの、雇用・所得環境が低迷し、個人消費が伸び悩むなど引き続き厳しい状況が続きまし

た。中食・宅配食業界におきましても、個人消費者の節約志向が高まる中、外食業界との価格競争によ

り、引き続き厳しい経営環境が続きました。このような経済状況のもと、当社グループは収益基盤の強化

を進め、財務体質の改善に努めております。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高につきましては282,553千円（前年同四半期比

119.4％増）、営業損失106,522千円（前年同四半期は営業損失24,063千円）、経常損失104,275千円（前

年同四半期は経常損失24,277千円）、四半期純損失は106,750千円（前年同四半期は四半期純損失507,719

千円）となりました。 

宅配中華事業におきましては、出店店舗及び配達エリアの見直し、人件費削減、一括仕入により、

3月以降ある程度のコスト削減効果が見られるものの、実質的な効果が現れるのは第２四半期以降と

予想され、一店舗当たりの売上高が前年より落ち込むなど全店舗ベースでの黒字化を当第１四半期連

結会計期間では確保することができず、当第１四半期連結会計期間におきましては、売上高218,939

千円、営業損失58,700千円となりました。なお、宅配中華事業は、平成21年12月21日付株式会社

SPARKSとの株式交換により、当社グループの事業となったため、前年同四半期との比較は省略してお

ります。 

広告・出版事業におきましては、既存取引先との堅調な取引量が確保できたものの、当第１四半期

連結会計期間におきましては、売上高49,776千円（前年同四半期比4.5%減）、営業損失2,156千円

（前年同四半期は営業損失12,227千円）となりました。 

飲食店プロデュース事業におきましては、厳しい経済環境の中でも新規の取引が確保できたもの

の、当第１四半期連結会計期間におきましては、売上高13,260千円、営業損失1,425千円となりまし

た。なお、飲食店プロデュース事業は、平成21年５月12日付株式会社prime constructとの株式交換

により当社グループの事業となったため、前年同四半期との比較は省略しております。 

その他の事業におきましては、コンサルティング事業として売上高576千円、営業損失10,509千円

となりました。なお、前年同四半期におきましては、その他の事業に該当する事業が無いため、前年

同四半期との比較は省略しております。 

  

① 資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産1,293,156千円、負債合計1,335,043千円、純資産△

41,887千円となりました。 

 総資産は前連結会計年度末と比較して83,947千円の減少となりました。これは主に現金40,949千円の減

少、のれん43,839千円の減少によるものです。 

 負債合計は前連結会計年度末と比較して22,802千円の増加となりました。これは主に短期借入金53,706

千円の増加、買掛金19,976千円の減少によるものです  

 純資産は前連結会計年度末と比較して106,750千円の減少となりました。これは利益剰余金106,750千円

の減少によるものです。 

（訂正前）

・定性的情報・財務諸表等

(1)連結経営成績に関する定性的情報

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①宅配中華事業

②広告・出版事業

③飲食店プロデュース事業

④その他の事業

(2)連結財政状態に関する定性的情報
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② キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前連結

会計年度末に比べ40,949千円減少し、13,160千円となりました。 

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は59,934千円(前年同四半期は15,129千円の支出）となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純損失が106,252千円、のれん償却額43,839千円、売上債権の減少額21,130千

円、仕入債務の減少額19,976千円があったこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は25,436千円（前年同四半期は10,014千円の減少）となりました。これは

主に、貸付による支出25,000千円があったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は44,421千円（前年同四半期は40,772千円の増加）となりました。これは

主に短期借入金の増加額53,706千円、長期借入金の返済による支出9,285千円等によるものです。 

  

平成22年12月期の業績予想につきましては、平成22年２月15日に公表いたしました業績予想に変更あり

ません。 
  

該当事項はございません。 

  

１）簡便な会計処理 

  １ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

    当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい 

   変化がないと認められるため、前連結会計年度の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定 

   しております。 

  

  ２ 棚卸資産の評価方法 

    当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計 

   年度末に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定しております。 

    また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味 

   売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

   

  ３ 固定資産の減価償却費の算定方法 

    定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し 

   て算出する方法によっております。 

   

 ２）四半期連結財務諸表作成に特有の処理 

   該当事項はございません。 

 該当事項はございません。 

（訂正前）

(3)連結業績予想に関する定性的情報

(4)その他

① 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

② 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

③ 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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当社グループは、前連結会計年度に392,901千円、当第１四半期連結会計期間に106,522千円の営業損

失を計上し、また前連結会計年度に254,933千円、当第１四半期連結会計期間に106,750千円の当期純損

失及び四半期純損失を計上しております。また、当第１四半期連結会計年度末は41,887千円の債務超過

であり、さらに782,648千円の「のれん」が計上されており、多額ののれん償却が発生することによっ

て損益を圧迫し、さらに純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況により、継続企業の前提に重要

な疑義を生じさせるような状況が存在しています。 

なお、当該状況を改善するための具体的な対応策につきましては、「５四半期連結財務諸表 (4)継

続企業の前提に関する注記」をご参照下さい。 

  

（訂正前）

④継続企業の前提に関する重要事項等

3



 
  

（訂正前）

5. 四半期連結財務諸表

(1) 四半期連結貸借対照表

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,160 54,110

受取手形及び売掛金 71,004 92,135

商品 ※1 585 －

原材料 2,853 6,011

短期貸付金 25,650 8,930

その他 28,714 22,526

貸倒引当金 △1,887 △5,814

流動資産合計 140,080 177,899

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 88,653 88,386

減価償却累計額 △38,738  △35,907

建物及び構築物（純額） 49,915 52,479

その他 32,893 32,893

減価償却累計額 △30,302  △30,075

その他（純額） 2,590 2,818

有形固定資産合計 52,505 55,297

無形固定資産

ソフトウエア 2,705 3,057

のれん 782,648 826,487

その他 320 320

無形固定資産合計 785,674 829,865

投資その他の資産

長期前払費用 496 620

長期未収入金 472,825 475,275

破産更生債権等 － 114,818

その他 73,936 66,383

貸倒引当金 △232,362 △343,056

投資その他の資産合計 314,895 314,040

固定資産合計 1,153,075 1,199,203

資産合計 1,293,156 1,377,103
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(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 214,255 234,232

短期借入金 250,940 197,233

1年内返済予定の長期借入金 37,140 37,140

未払金 214,906 214,984

未払費用 96,747 98,871

未払法人税等 9,324 11,095

前受金 － 1,400

債務保証損失引当金 447,866 447,866

返品調整引当金 1,848 2,124

店舗閉鎖損失引当金 11,427 11,358

その他 30,654 26,716

流動負債合計 1,315,112 1,283,025

固定負債

長期借入金 14,290 23,575

退職給付引当金 3,840 3,840

その他 1,800 1,800

固定負債合計 19,930 29,215

負債合計 1,335,043 1,312,240

純資産の部

株主資本

資本金 149,713 149,713

資本剰余金 244,578 244,578

利益剰余金 △436,178 △329,428

株主資本合計 △41,887 64,863

純資産合計 △41,887 64,863

負債純資産合計 1,293,156 1,377,103

5



（訂正前）

(2) 四半期連結損益計算書

(第１四半期連結累計期間)

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 128,802 282,553

売上原価 108,388 110,148

売上総利益 20,413 172,405

販売費及び一般管理費 44,477 278,927

営業損失（△） △24,063 △106,522

営業外収益

受取利息 57 9

負ののれん償却額 111 －

助成金収入 110 －

不動産賃貸料 － 3,506

雑収入 － 208

営業外収益合計 279 3,724

営業外費用

支払利息 416 1,232

その他 76 244

営業外費用合計 493 1,477

経常損失（△） △24,277 △104,275

特別利益

子会社株式売却益 5,550 －

償却債権取立益 － 1,187

その他 1,354 －

特別利益合計 6,904 1,187

特別損失

貸倒引当金繰入額 114,556 197

たな卸資産評価損 1,898 －

債務保証損失引当金繰入額 386,743 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 2,560

前期損益修正損 － 73

店舗閉鎖損失 － 333

特別損失合計 503,198 3,164

税金等調整前四半期純利益 △520,571 △106,252

法人税、住民税及び事業税 348 498

法人税等合計 348 498

少数株主損失（△） △13,200 －

四半期純損失（△） △507,719 △106,750
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（訂正前）

(3) 四半期連結キャッシュ・フロー計算書

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △520,571 △106,252

減価償却費 583 3,533

のれん償却額 － 43,839

差入保証金償却額 － 504

貸倒引当金の増減額（△は減少） 115,124 197

返品調整引当金の増減額（△は減少） 2,316 △275

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 386,743 －

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 68

受取利息及び受取配当金 △57 △9

支払利息 416 1,232

子会社株式売却損益（△は益） △5,550 －

売上債権の増減額（△は増加） 9,234 21,130

破産更生債権等の増減額（△は増加） － 2,449

仕入債務の増減額（△は減少） △6,017 △19,976

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,607 2,573

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,364 3,224

前受金の増減額（△は減少） － △1,400

未収入金の増減額（△は増加） △882 －

未払金の増減額（△は減少） △3,599 △78

その他の資産の増減額（△は増加） △3,268 △6,247

その他の負債の増減額（△は減少） 4,253 △1,259

その他 161 1,037

小計 △13,139 △55,705

利息及び配当金の受取額 57 9

利息の支払額 △1,422 △1,383

法人税等の支払額 △624 △2,854

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,129 △59,934

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △266

子会社株式の売却による収入 5,500 －

短期貸付けによる支出 △5,500 △25,000

短期貸付金の回収による収入 4,990 30

長期貸付けによる支出 △7,028 －

長期貸付金の回収による収入 182 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △200

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△8,158 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,014 △25,436

7



(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000 53,706

長期借入れによる収入 25,000 －

長期借入金の返済による支出 △4,228 △9,285

財務活動によるキャッシュ・フロー 40,772 44,421

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,628 △40,949

現金及び現金同等物の期首残高 21,843 54,110

現金及び現金同等物の四半期末残高 37,471 13,160
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当第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

当社グループは、前連結会計年度に392,901千円、当第１四半期連結会計期間に106,522千円の営業

損失を計上し、また前連結会計年度に254,933千円、当第１四半期連結会計期間に106,750千円の当期

純損失及び四半期純損失を計上しております。また、当第１四半期連結会計年度末は41,887千円の債

務超過であり、さらに782,648千円の「のれん」が計上されており、多額ののれん償却が発生するこ

とによって損益を圧迫し、さらに純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況により、継続企業の

前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。  

 当社グループは、当該状況を解消すべく、事業の更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題

として、経営基盤の強化を図ります。 

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、全

店舗黒字化を目指します。また、フランチャイズ店舗による全国展開のため、フランチャイズノウハウ

を有する企業との提携を検討していきます。 

①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化による全店舗黒字化 

当期より、不採算店舗の閉鎖と未出店エリアへの進出による配達エリアの見直しを進めるととも

に、人員配置の最適化を実施しております。これにより、全店舗ベースでの黒字化を目指しておりま

す。 

②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し 

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別化を図

るための商品メニューの開発を行うと共に、当期より一括仕入れを実施しコスト削減を図ります。 

③フランチャイズ店舗による全国展開 

直営店舗を都内にて12店舗（平成22年３月31日現在）展開しておりますが、フランチャイズによる

収益確保及び、ブランドの商圏拡大のため、第３四半期を目処にフランチャイズノウハウを有する企

業との提携を図ります。 

④企業シナジーの追及による収益向上 

当社グループ各社が有する飲食店舗プロデュース事業並びにＩＴマーケティング技術を組み合わ

せ、現在チラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率（平成21年12月31日現在約20％）を

40％まで高めることにより、新規顧客化拡大とコスト削減による収益拡大を図ります。 

多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。 

①債務免除要請 

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、今期中の解消を

めざし、引き続き債務免除等の金融支援を要請していきます。 

②事業収益の拡大 

さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企業グループの構築を目指します。 

③財務基盤の安定 

平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等により、財務基盤の安定を図ります。 

しかし、これらの対応策につきましては、現時点におきましてはこれらの施策の効果が発現するまで

には相当な期間を要することが予測されるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在してお

ります。  

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

（訂正前）

(4)継続企業の前提に関する注記

（具体的な経営施策）

１．収益力の確保による企業価値の向上

２．のれん償却への対応
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前第１四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日) 

 
(注) １．事業区分の方法 

  事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．前連結会計年度まで企業情報事業、ＸＭＬ事業、コンシューマー事業及びシステム事業に区分してセグメ 

  ント情報を開示しておりましたが、株式会社データプレイスの売却に伴い、企業情報事業、ＸＭＬ事業及 

  びコンシューマー事業については、当第１四半期会計期間より主要な事業から除外しております。 

３．従来クロス・エーで行っていてシステム事業としていた広告事業について、売上割合が増加し重要性が高 

  まったため、広告・出版事業として区分掲記することとしました。 

４．各区分に属する主要なサービス 

  (1) システム事業・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポートプラン、メディカル事業 

  (2) 広告・出版事業・・・広告・出版事業、その他 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １．事業区分の方法 

事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．宅配中華事業は、平成21年12月21日付株式会社SPARKSとの株式交換により、当社グループの事業となってお

ります。 

３．飲食店プロデュース事業は、平成21年５月12日付株式会社prime constructとの株式交換により当社グルー

プの事業となっております。 

４．システム事業は、連結子会社であった株式会社エアフォルクの株式売却及びパレットメディア株式会社のメ

ディカル事業の譲渡に伴い、無くなっております。 

５．各区分に属する主要なサービス  

  (1) 宅配中華事業・・・・中華料理のデリバリー事業  

  (2) 広告・出版事業・・・広告・出版事業、その他  

  (3) 飲食店プロデュース事業・・・飲食店舗のトータルプランニング及びメンテナンス事業 

    (4) その他の事業・・・コンサルティング事業 

６．前連結会計年度末において、広告・出版事業及び飲食店プロデュース事業は、その他の事業に含めておりま

したが、売上割合が増加し重要性が高まったため、区分掲記することとしました。 

（訂正前）

(5)セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

システム事業
（千円）

広告・出版事業
（千円）

計   
（千円）

消去又は全社 
（千円）

連結   
（千円）

 売上高
 

(1)
外部顧客に        
対する売上高 76,695 52,106 128,802 ─ 128,802

 
(2) セグメント間の内部  

売上高又は振替高 ─ ─ ─ ─ ─

計 76,695 52,106 128,802 ─ 128,802

営業利益又は営業損失（△） 14,572 △ 12,227 2,344 (26,408) △ 24,063

宅配中華事
業   

（千円）

広告・
出版事業
（千円）

飲食店プロ
デユース事

業 
（千円）

その他の事
業 

(千円）
計   

（千円）

消去又は全
社   

（千円）
連結  

（千円）

 売上高
 

(1)
外部顧客に       
  対する売上高 218,939 49,776 13,260 576 282,553 ─ 282,553

 
(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 ─ ─ ─ 18,600 18,600 (18,600) ─

計 218,939 49,776 13,260 19,176 301,153 (18,600) 282,553

営業損失（△） △ 58,700 △ 2,156 △ 1,425 △10,509 △72,791 (33,730) △106,522
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 前第１四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日)及び当第１四半期連結累

計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月3１日) 

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

 前第１四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日)及び当第１四半期連結累

計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

（訂正前）

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６．その他の情報
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(百万円未満切捨て) 

 
(％表示は対前年同四半期増減率) 

  

 
  

 
  

   

 

 
  

  

 
(注) 配当予想の当四半期における修正の有無 ： 無 

  

(％表示は、通期は対前期、第２四半期連結累計期間は対前年同四半期増減率) 

 
(注) 連結業績予想数値の当四半期における修正の有無 ： 無 

（訂正後） 平成22年12月期 第１四半期決算短信

 

平成22年５月13日
上 場 会 社 名 株式会社DPGホールディングス 上場取引所 名証セントレックス

コ ー ド 番 号 3781 URL http://www.dpgh.co.jp

代  表  者 (役職名)代表取締役社長 (氏名)松田 純弘

問合せ先責任者
(役職名)IRグループマネー
ジャー

(氏名)篠塚 剛 TEL  (03)5464―3060

四半期報告書提出予定日 平成22年５月14日 配当支払開始予定日 ─

1. 平成22年12月期第１四半期の連結業績（平成22年１月１日～平成22年３月31日）

 (1) 連結経営成績(累計)

売上高 営業利益 経常利益 四半期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

22年12月期第１四半期 282 119.4 △104 ─ △101 ─ △104 ─

21年12月期第１四半期 128 △41.9 △24 ─ △24 ─ △507 ─

１株当たり 
四半期純利益

潜在株式調整後
１株当たり 
四半期純利益

円 銭 円 銭

22年12月期第１四半期 △427 72 ─ ─
21年12月期第１四半期 △7,574 18 ─ ─

 (2) 連結財政状態

総資産 純資産 自己資本比率 １株当たり純資産

百万円 百万円 ％ 円 銭

22年12月期第１四半期 1,258 △226 △18.0 △930 87

21年12月期 1,339 △122 △9.2 △503 15

(参考) 自己資本 22年12月期第１四半期 △226百万円 21年12月期 △122百万円

2. 配当の状況

１株当たり配当金

第１四半期末 第２四半期末 第３四半期末 期末 合計

円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭

21年12月期 ─ ─ 0 00 ─ ─ 0 00 0 00

22年12月期 ─ ─

22年12月期(予想) 0 00 0 00 0 00

3. 平成22年12月期の連結業績予想（平成22年１月１日～平成22年12月31日）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
１株当たり
当期純利益

百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第２四半期連結累計期
間

720 ─ 22 ─ 22 ─ 15 ─ 64 83

通期 1,478 ─ 67 ─ 67 ─ 428 ─ 1,757 62



  

 

 
(4) 発行済株式数（普通株式） 

 ① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 

 
 ② 期末自己株式数 

 
 ③ 期中平均株式数（四半期連結累計期間） 

 
  

  上記に記載した予想数値は、現時点で入手可能な情報に基づき判断した見通しであり、多分に不確定な
要素を含んでおります。実際の実績等は、業績の変化等により、上記予想数値と異なる場合があります。
 業績予想の前提となる条件等については、４ページ【定性的情報・財務諸表等】「３．連結業績予想に
関する定性的情報」をご覧下さい。 

※注記事項 

当社は、平成21年12月21日をもって株式会社SPARKSを株式交換により完全子会社といたしました。
ただし、「企業連結会計基準及び事業分離等会計基準に関する適用指針」（企業会計基準適用指針第
10号（平成19年11月15日 企業会計基準委員会））上は逆取得に該当することになるため、連結財務
諸表は、平成21年12月31日に株式会社SPARKSが当社を取得したものとみなし、当社の連結財務諸表は
株式会社SPARKSの連結財務諸表が基準となります。 

上記に記載した連結業績予想数値の「３．平成22年12月期の業績予想（平成22年１月１日～平成22
年12月31日）（１）連結業績予想の対前期増減率」につきましては、前連結会計年度の連結財務諸表
数値との連続性がなくなっているため、全て「－」表記となっております。 

  

  

（訂正前）

4. その他

(1) 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動) ： 無

(2) 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用 ： 有

  [(注) 詳細は、４ページ【定性的情報・財務諸表等】 4. その他をご覧ください。]

(3) 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更（四半期連結財務諸表作成

のための基本となる重要な事項等の変更に記載されるもの）
 

 ① 会計基準等の改正に伴う変更 ： 無

 ② ①以外の変更 ： 無

22年12月期第１四半期 243,737株 21年12月期 243,737株

22年12月期第１四半期 ─株 21年12月期 ─株

22年12月期第１四半期 243,737株 21年12月期第１四半期 67,033株

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項

１．連結業績について

２．業績予想について



当第１四半期連結累計期間における我が国経済は、世界的な景気停滞局面の中にも一部で底入れの兆し

が見られるものの、雇用・所得環境が低迷し、個人消費が伸び悩むなど引き続き厳しい状況が続きまし

た。中食・宅配食業界におきましても、個人消費者の節約志向が高まる中、外食業界との価格競争によ

り、引き続き厳しい経営環境が続きました。このような経済状況のもと、当社グループは収益基盤の強化

を進め、財務体質の改善に努めております。 

 この結果、当第１四半期連結累計期間の業績は、売上高につきましては282,553千円（前年同四半期比

119.4％増）、営業損失104,022千円（前年同四半期は営業損失24,063千円）、経常損失101,775千円（前

年同四半期は経常損失24,277千円）、四半期純損失は104,250千円（前年同四半期は四半期純損失507,719

千円）となりました。 

宅配中華事業におきましては、出店店舗及び配達エリアの見直し、人件費削減、一括仕入により、

3月以降ある程度のコスト削減効果が見られるものの、実質的な効果が現れるのは第２四半期以降と

予想され、一店舗当たりの売上高が前年より落ち込むなど全店舗ベースでの黒字化を当第１四半期連

結会計期間では確保することができず、当第１四半期連結会計期間におきましては、売上高218,939

千円、営業損失56,200千円となりました。なお、宅配中華事業は、平成21年12月21日付株式会社

SPARKSとの株式交換により、当社グループの事業となったため、前年同四半期との比較は省略してお

ります。 

広告・出版事業におきましては、既存取引先との堅調な取引量が確保できたものの、当第１四半期

連結会計期間におきましては、売上高49,776千円（前年同四半期比4.5%減）、営業損失2,156千円

（前年同四半期は営業損失12,227千円）となりました。 

飲食店プロデュース事業におきましては、厳しい経済環境の中でも新規の取引が確保できたもの

の、当第１四半期連結会計期間におきましては、売上高13,260千円、営業損失1,425千円となりまし

た。なお、飲食店プロデュース事業は、平成21年５月12日付株式会社prime constructとの株式交換

により当社グループの事業となったため、前年同四半期との比較は省略しております。 

その他の事業におきましては、コンサルティング事業として売上高576千円、営業損失10,509千円

となりました。なお、前年同四半期におきましては、その他の事業に該当する事業が無いため、前年

同四半期との比較は省略しております。 

  

① 資産、負債及び純資産の状況 

当第１四半期連結会計期間末の財政状態は、総資産1,258,156千円、負債合計1,485,043千円、純資産△

226,887千円となりました。 

 総資産は前連結会計年度末と比較して81,447千円の減少となりました。これは主に現金40,949千円の減

少、のれん41,339千円の減少によるものです。 

 負債合計は前連結会計年度末と比較して22,802円の増加となりました。これは主に短期借入金53,706千

円の増加、買掛金19,976千円の減少によるものです  

 純資産は前連結会計年度末と比較して104,250千円の減少となりました。これは利益剰余金104,250千円

の減少によるものです。 

（訂正後）

・定性的情報・財務諸表等

(1)連結経営成績に関する定性的情報

事業の種類別セグメントの業績を示すと、次のとおりであります。

①宅配中華事業

②広告・出版事業

③飲食店プロデュース事業

④その他の事業

(2)連結財政状態に関する定性的情報
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② キャッシュ・フローの状況 

当第１四半期連結累計期間末における現金及び現金同等物（以下、「資金」という）の残高は、前連結

会計年度末に比べ40,949千円減少し、13,160千円となりました。 

当第１四半期連結累計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は、次のとおりであり

ます。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

営業活動の結果使用した資金は59,934千円(前年同四半期は15,129千円の支出）となりました。これは

主に、税金等調整前四半期純損失が103,752千円、のれん償却額41,339千円、売上債権の減少額21,130千

円、仕入債務の減少額19,976千円があったこと等によるものです。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

投資活動の結果使用した資金は25,436千円（前年同四半期は10,014千円の減少）となりました。これは

主に、貸付による支出25,000千円があったこと等によるものです。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

財務活動の結果得られた資金は44,421千円（前年同四半期は40,772千円の増加）となりました。これは

主に短期借入金の増加額53,706千円、長期借入金の返済による支出9,285千円等によるものです。 

  

平成22年12月期の業績予想につきましては、平成22年２月15日に公表いたしました業績予想に変更あり

ません。 
  

該当事項はございません。 

  

１）簡便な会計処理 

  １ 一般債権の貸倒見積高の算定方法 

    当第１四半期連結会計期間末の貸倒実績率等が前連結会計年度末に算定したものと著しい 

   変化がないと認められるため、前連結会計年度の貸倒実績率等を使用して貸倒見積高を算定 

   しております。 

  

  ２ 棚卸資産の評価方法 

    当第１四半期連結会計期間末の棚卸高の算出に関しては、実地棚卸を省略し、前連結会計 

   年度末に係る実地棚卸高を基礎として、合理的な方法により算定しております。 

    また、棚卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下が明らかなものについてのみ正味 

   売却価額を見積り、簿価切下げを行う方法によっております。 

   

  ３ 固定資産の減価償却費の算定方法 

    定率法を採用している資産については、連結会計年度に係る減価償却費の額を期間按分し 

   て算出する方法によっております。 

   

 ２）四半期連結財務諸表作成に特有の処理 

   該当事項はございません。 

 該当事項はございません。 

（訂正後）

(3) 連結業績予想に関する定性的情報

(4) その他

① 期中における重要な子会社の異動(連結範囲の変更を伴う特定子会社の異動)

② 簡便な会計処理及び四半期連結財務諸表の作成に特有の会計処理の適用

③ 四半期連結財務諸表作成に係る会計処理の原則・手続、表示方法等の変更
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当社グループは、前連結会計年度に382,901千円、当第１四半期連結会計期間に104,022千円の営業損

失を計上し、また前連結会計年度に444,933千円、当第１四半期連結会計期間に104,250千円の当期純損

失及び四半期純損失を計上しております。また、当第１四半期連結会計年度末は226,887千円の債務超

過であり、さらに747,648千円の「のれん」が計上されており、多額ののれん償却が発生することによ

って損益を圧迫し、さらに純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況により、継続企業の前提に重

要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。 

なお、当該状況を改善するための具体的な対応策につきましては、「５四半期連結財務諸表 (4)継

続企業の前提に関する注記」をご参照下さい。 

  

（訂正後）

④継続企業の前提に関する重要事項等
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（訂正後）

5. 【四半期連結財務諸表】

(1) 【四半期連結貸借対照表】

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 13,160 54,110

受取手形及び売掛金 71,004 92,135

商品 585 －

原材料 2,853 6,011

短期貸付金 25,650 8,930

その他 28,714 22,526

貸倒引当金 △1,887 △5,814

流動資産合計 140,080 177,899

固定資産

有形固定資産

建物及び構築物 88,653 88,386

減価償却累計額 △38,738 △35,907

建物及び構築物（純額） 49,915 52,479

その他 32,893 32,893

減価償却累計額 △30,302 △30,075

その他（純額） 2,590 2,818

有形固定資産合計 52,505 55,297

無形固定資産

ソフトウエア 2,705 3,057

のれん 747,648 788,987

その他 320 320

無形固定資産合計 750,674 792,365

投資その他の資産

長期前払費用 496 620

長期未収入金 632,824 635,274

破産更生債権等 － 114,818

その他 73,936 66,383

貸倒引当金 △392,361 △503,054

投資その他の資産合計 314,895 314,040

固定資産合計 1,118,075 1,161,703

資産合計 1,258,156 1,339,603

(単位：千円)

当第１四半期連結会計期間末
(平成22年３月31日)

前連結会計年度末に係る
要約連結貸借対照表
(平成21年12月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 214,255 234,232

短期借入金 250,940 197,233

1年内返済予定の長期借入金 37,140 37,140

未払金 364,906 364,984

未払費用 96,747 98,871

未払法人税等 9,324 11,095

前受金 － 1,400

債務保証損失引当金 447,866 447,866

返品調整引当金 1,848 2,124

店舗閉鎖損失引当金 11,427 11,358

その他 30,654 26,716
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流動負債合計 1,465,112 1,433,025

固定負債

長期借入金 14,290 23,575

退職給付引当金 3,840 3,840

その他 1,800 1,800

固定負債合計 19,930 29,215

負債合計 1,485,043 1,462,240

純資産の部

株主資本

資本金 149,713 149,713

資本剰余金 244,578 244,578

利益剰余金 △621,178 △516,928

株主資本合計 △226,887 △122,636

純資産合計 △226,887 △122,636

負債純資産合計 1,258,156 1,339,603
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（訂正後）

(2) 【四半期連結損益計算書】

 【第1四半期連結累計期間】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

売上高 128,802 282,553

売上原価 108,388 110,148

売上総利益 20,413 172,405

販売費及び一般管理費 44,477 276,427

営業損失（△） △24,063 △104,022

営業外収益

受取利息 57 9

負ののれん償却額 111 －

助成金収入 110 －

不動産賃貸料 － 3,506

雑収入 － 208

営業外収益合計 279 3,724

営業外費用

支払利息 416 1,232

その他 76 244

営業外費用合計 493 1,477

経常損失（△） △24,277 △101,775

特別利益

子会社株式売却益 5,550 －

償却債権取立益 － 1,187

その他 1,354 －

特別利益合計 6,904 1,187

特別損失

貸倒引当金繰入額 114,556 197

たな卸資産評価損 1,898 －

債務保証損失引当金繰入額 386,743 －

店舗閉鎖損失引当金繰入額 － 2,560

前期損益修正損 － 73

店舗閉鎖損失 － 333

特別損失合計 503,198 3,164

税金等調整前四半期純損失（△） △520,571 △103,752

法人税、住民税及び事業税 348 498

法人税等合計 348 498

少数株主損失（△） △13,200 －

四半期純損失（△） △507,719 △104,250
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（訂正後）

(3) 【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △520,571 △103,752

減価償却費 583 3,533

のれん償却額 － 41,339

差入保証金償却額 － 504

貸倒引当金の増減額（△は減少） 115,124 197

返品調整引当金の増減額（△は減少） 2,316 △275

債務保証損失引当金の増減額（△は減少） 386,743 －

店舗閉鎖損失引当金の増減額（△は減少） － 68

受取利息及び受取配当金 △57 △9

支払利息 416 1,232

子会社株式売却損益（△は益） △5,550 －

売上債権の増減額（△は増加） 9,234 21,130

破産更生債権等の増減額（△は増加） － 2,449

仕入債務の増減額（△は減少） △6,017 △19,976

たな卸資産の増減額（△は増加） 6,607 2,573

未払消費税等の増減額（△は減少） 1,364 3,224

前受金の増減額（△は減少） － △1,400

未収入金の増減額（△は増加） △882 －

未払金の増減額（△は減少） △3,599 △78

その他の資産の増減額（△は増加） △3,268 △6,247

その他の負債の増減額（△は減少） 4,253 △1,259

その他 161 1,037

小計 △13,139 △55,705

利息及び配当金の受取額 57 9

利息の支払額 △1,422 △1,383

法人税等の支払額 △624 △2,854

営業活動によるキャッシュ・フロー △15,129 △59,934

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 － △266

子会社株式の売却による収入 5,500 －

短期貸付けによる支出 △5,500 △25,000

短期貸付金の回収による収入 4,990 30

長期貸付けによる支出 △7,028 －

長期貸付金の回収による収入 182 －

敷金及び保証金の差入による支出 － △200

連結の範囲の変更を伴う子会社株式の売却によ
る支出

△8,158 －

投資活動によるキャッシュ・フロー △10,014 △25,436

(単位：千円)

前第１四半期連結累計期間
(自 平成21年１月１日
至 平成21年３月31日)

当第１四半期連結累計期間
(自 平成22年１月１日
至 平成22年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入金の純増減額（△は減少） 20,000 53,706

長期借入れによる収入 25,000 －

長期借入金の返済による支出 △4,228 △9,285

財務活動によるキャッシュ・フロー 40,772 44,421

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 15,628 △40,949

現金及び現金同等物の期首残高 21,843 54,110

現金及び現金同等物の四半期末残高 37,471 13,160
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当第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

当社グループは、前連結会計年度に382,901千円、当第１四半期連結会計期間に104,022千円の営業

損失を計上し、また前連結会計年度に444,933千円、当第１四半期連結会計期間に104,250千円の当期

純損失及び四半期純損失を計上しております。また、当第１四半期連結会計年度末は226,887千円の

債務超過であり、さらに747,648千円の「のれん」が計上されており、多額ののれん償却が発生する

ことによって損益を圧迫し、さらに純資産を毀損させる恐れがあります。当該状況により、継続企業

の前提に重要な疑義を生じさせるような状況が存在しています。  

 当社グループは、当該状況を解消すべく、事業の更なる再編を実行し、収益力の向上を最優先課題

として、経営基盤の強化を図ります。 

当社グループの中核事業であります、宅配中華事業（屋号：チャイナクイック）におきましては、全

店舗黒字化を目指します。また、フランチャイズ店舗による全国展開のため、フランチャイズノウハウ

を有する企業との提携を検討していきます。 

①スクラップアンドビルド及び人員配置の最適化による全店舗黒字化 

当期より、不採算店舗の閉鎖と未出店エリアへの進出による配達エリアの見直しを進めるととも

に、人員配置の最適化を実施しております。これにより、全店舗ベースでの黒字化を目指しておりま

す。 

②商品メニューと原材料及び仕入先の見直し 

「本格中華をお手軽なお値段でご自宅へ」のコンセプトを変更することなく、他社との差別化を図

るための商品メニューの開発を行うと共に、当期より一括仕入れを実施しコスト削減を図ります。 

③フランチャイズ店舗による全国展開 

直営店舗を都内にて12店舗（平成22年３月31日現在）展開しておりますが、フランチャイズによる

収益確保及び、ブランドの商圏拡大のため、第３四半期を目処にフランチャイズノウハウを有する企

業との提携を図ります。 

④企業シナジーの追及による収益向上 

当社グループ各社が有する飲食店舗プロデュース事業並びにＩＴマーケティング技術を組み合わ

せ、現在チラシ配布に頼っている受注を、ＷＥＢからの受注比率（平成21年12月31日現在約20％）を

40％まで高めることにより、新規顧客化拡大とコスト削減による収益拡大を図ります。 

多額ののれん償却へ対応するための具体的な経営施策は以下のとおりであります。 

①債務免除要請 

株式会社データプレイス（旧子会社）の重畳的債務保証に係る債権者に対しては、今期中の解消を

めざし、引き続き債務免除等の金融支援を要請していきます。 

②事業収益の拡大 

さらにＭ＆Ａを推進し、シナジー効果が期待できる企業グループの構築を目指します。 

③財務基盤の安定 

平成22年度第３四半期を目処に第三者割当増資等により、財務基盤の安定を図ります。 

しかし、これらの対応策につきましては、現時点におきましてはこれらの施策の効果が発現するまで

には相当な期間を要することが予測されるため、継続企業の前提に関する重要な不確実性が存在してお

ります。  

 なお、四半期連結財務諸表は継続企業を前提として作成しており、継続企業の前提に関する重要な不

確実性の影響を四半期連結財務諸表に反映しておりません。 

（訂正後）

(4)継続企業の前提に関する注記

（具体的な経営施策）

１．収益力の確保による企業価値の向上

２．のれん償却への対応
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前第１四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日) 

 
(注) １．事業区分の方法 

  事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．前連結会計年度まで企業情報事業、ＸＭＬ事業、コンシューマー事業及びシステム事業に区分してセグメ 

  ント情報を開示しておりましたが、株式会社データプレイスの売却に伴い、企業情報事業、ＸＭＬ事業及 

  びコンシューマー事業については、当第１四半期会計期間より主要な事業から除外しております。 

３．従来クロス・エーで行っていてシステム事業としていた広告事業について、売上割合が増加し重要性が高 

  まったため、広告・出版事業として区分掲記することとしました。 

４．各区分に属する主要なサービス 

  (1) システム事業・・・・ソフトウェア受託開発、システム運用サポートプラン、メディカル事業 

  (2) 広告・出版事業・・・広告・出版事業、その他 

  

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

 
(注) １．事業区分の方法 

事業は、製品等の種類、性質及び市場の類似性を考慮して区分しております。 

２．宅配中華事業は、平成21年12月21日付株式会社SPARKSとの株式交換により、当社グループの事業となってお

ります。 

３．飲食店プロデュース事業は、平成21年５月12日付株式会社prime constructとの株式交換により当社グルー

プの事業となっております。 

４．システム事業は、連結子会社であった株式会社エアフォルクの株式売却及びパレットメディア株式会社のメ

ディカル事業の譲渡に伴い、無くなっております。 

５．各区分に属する主要なサービス  

  (1) 宅配中華事業・・・・中華料理のデリバリー事業  

  (2) 広告・出版事業・・・広告・出版事業、その他  

  (3) 飲食店プロデュース事業・・・飲食店舗のトータルプランニング及びメンテナンス事業 

    (4) その他の事業・・・コンサルティング事業 

６．前連結会計年度末において、広告・出版事業及び飲食店プロデュース事業は、その他の事業に含めておりま

したが、売上割合が増加し重要性が高まったため、区分掲記することとしました。 

（訂正後）

(5)セグメント情報

【事業の種類別セグメント情報】

システム事業
（千円）

広告・出版事業
（千円）

計   
（千円）

消去又は全社 
（千円）

連結   
（千円）

 売上高
 

(1)
外部顧客に        
対する売上高 76,695 52,106 128,802 ─ 128,802

 
(2) セグメント間の内部  

売上高又は振替高 ─ ─ ─ ─ ─

計 76,695 52,106 128,802 ─ 128,802

営業利益又は営業損失（△） 14,572 △ 12,227 2,344 (26,408) △ 24,063

宅配中華事
業   

（千円）

広告・
出版事業
（千円）

飲食店プロ
デユース事

業 
（千円）

その他の事
業 

(千円）
計   

（千円）

消去又は全
社   

（千円）
連結  

（千円）

 売上高
 

(1)
外部顧客に       
  対する売上高 218,939 49,776 13,260 576 282,553 ─ 282,553

 
(2) セグメント間の内部 

売上高又は振替高 ─ ─ ─ 18,600 18,600 (18,600) ─

計 218,939 49,776 13,260 19,176 301,153 (18,600) 282,553

営業損失（△） △ 56,200 △ 2,156 △ 1,425 △10,509 △70,291 (33,730) △104,022
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 前第１四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日)及び当第１四半期連結累

計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月3１日) 

在外子会社及び在外支店がないため、記載を省略しております。 

  

 前第１四半期連結累計期間(自 平成21年１月１日 至 平成21年３月31日)及び当第１四半期連結累

計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

海外売上高がないため、記載を省略しております。 
  

当第１四半期連結累計期間(自 平成22年１月１日 至 平成22年３月31日) 

該当事項はありません。 

  

該当事項はありません。 

（訂正後）

【所在地別セグメント情報】

【海外売上高】

(6) 株主資本の金額に著しい変動があった場合の注記

６．その他の情報
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